
第 108 回 苫小牧市都市計画審議会 

予備審査（１） 苫小牧圏都市計画用途地域の変更について 

1. 用途地域とは 

〇用途地域は市街化区域内に定め、色々な用途の建築物が無秩序に混在することによって生じる種々の

弊害を防ぐために住居系、商業系、工業系に区分し、より良好な都市環境を築くものです。 

用途地域のイメージ図 

第一種低層住居専用地域 第二種低層住居専用地域 第一種中高層住居専用地域 第二種中高層住居専用地域 

第一種住居地域 第二種住居地域 準住居地域 近隣商業地域 

商業地域 準工業地域 工業地域 工業専用地域 
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2. 変更の目的 

〇まちの将来を見据えた新たなまちづくり戦略や目標を定め、その実現に向けて市民と行政が協働しな

がらまちづくりを進めていくための行動指針となる都市計画マスタープランを平成 31 年 4 月に改訂

しました。 

 行動指針となる都市計画マスタープランでは、将来都市構造として「3 つの都市軸と 1 都市拠点・4

生活拠点を結ぶラダー状の都市構造」を目指しており、都市計画マスタープランに沿うまちづくりを

目指すべく、用途地域を変更するものであります。 

 都市軸 

1. 都市骨格軸（主に準住居地域） 

生活・産業をはじめ広域的な連携を含めた骨太な都市の骨格となる軸 

2. 生活軸（主に第二種住居地域） 

沿道に医療施設や商業施設等、身近な生活便利機能を集積する軸 

3. 産業軸（主に準住居地域及び準工業地域） 

西港から東部地域に至る産業集積を図る軸 

拠点 

1. 都市拠点（主に商業地域） 

高次都市機能の集積を図り苫小牧市の顔となる拠点 

2. 生活拠点（主に第二種住居地域） 

医療、福祉、商業、交流など身近な生活機能が集積した拠点 

生活軸 

生活拠点 

（日新町） 

都市拠点 

（JR 苫小牧駅周辺) 

産業軸 

生活拠点 

(三光町) 

都市骨格軸 

生活拠点 

(明徳町) 

複合型生活拠点 

（JR 沼ノ端駅周辺） 
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3. 変更内容 

（１）軸及び拠点の形成 

都市軸となる都市骨格軸、生活軸、産業軸をはじめ、地域軸や南北連絡軸などの各軸と、ＪＲ苫

小牧駅の南側を中心とした都市拠点、身近な生活便利機能が集積した４つの生活拠点を形成し、住

民の生活利便性向上及び地域の魅力向上に資する用途地域への変更を行う。 

（２）用途の純化 

軸・拠点の背後地、住宅地・商業地・工業地が隣接する地区及び機能の混在が見られる準工業地域

において、住環境の保全、商業・産業活動の増加を図るため用途地域の純化及び適正な用途地域への

変更を行う。 

（３）秩序ある都市的土地利用の実現 

市街化区域内にある長期未利用地の市街化調整区域への編入や港湾計画に基づく適切な土地利用

を図るため用途地域の変更を行う。 

（４）土地利用状況の変化等に伴う変更 

土地利用状況の変化や道路整備等に伴い、適切な用途地域へ変更する。 
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

1 第一種低層
住居専用地域

40％
60％ 指定なし 60％

100% 7.3

（３）秩序ある都市的土地利用の実現

長期的な未利用地における市街化区
域の縮小

区域区分
地区計画

【錦西ニュータウン地区】
下水道
公園

2 第一種低層
住居専用地域

40％
60％ 指定なし 60％

100% 53.2

（３）秩序ある都市的土地利用の実現

長期的な未利用地における市街化区
域の縮小

区域区分
下水道

3 近隣商業地域 80％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 4.9

（１）軸及び拠点の形成

双葉三条通における生活軸の形成

準防火地域
地区計画

【錦西ニュータウン地区】

4 第二種中高層
住居専用地域

60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 1.3

（１）軸及び拠点の形成

双葉三条通における生活軸の形成
地区計画

【錦西ニュータウン地区】

5 第一種
住居地域

60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 4.9

（１）軸及び拠点の形成

双葉三条通における生活軸の形成

6 第一種
住居地域

60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 4.2

（２）用途の純化

鉄道北側における、空き地や市有地を
コミュニティガーデンや農園、広場などに
活用するなど、自然との共生を目指した
ゆとりある田園都市型住宅地の実現と、
閑静な住環境や子育て、生活環境の
維持・形成

7 第二種
住居地域

60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 0.7

（２）用途の純化

鉄道北側における、空き地や市有地を
コミュニティガーデンや農園、広場などに
活用するなど、自然との共生を目指した
ゆとりある田園都市型住宅地の実現と、
閑静な住環境や子育て、生活環境の
維持・形成

8 第一種
住居地域

60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 5.5

（２）用途の純化

鉄道北側における、空き地や市有地を
コミュニティガーデンや農園、広場などに
活用するなど、自然との共生を目指した
ゆとりある田園都市型住宅地の実現と、
閑静な住環境や子育て、生活環境の
維持・形成

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

9 近隣商業地域 80％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 8.1

（２）用途の純化

錦岡駅周辺における周囲との均整のと
れた住環境の保全に資する土地利用の
転換

準防火地域

10 第二種中高層住居専用地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 5.5

（２）用途の純化

鉄道北側における、空き地や市有地を
コミュニティガーデンや農園、広場などに
活用するなど、自然との共生を目指した
ゆとりある田園都市型住宅地の実現と、
閑静な住環境や子育て、生活環境の
維持・形成

11 第一種中高層住居専用地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 9.3

（２）用途の純化

鉄道北側における、空き地や市有地を
コミュニティガーデンや農園、広場などに
活用するなど、自然との共生を目指した
ゆとりある田園都市型住宅地の実現と、
閑静な住環境や子育て、生活環境の
維持・形成

12 第二種中高層住居専用地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 4.0

（２）用途の純化

鉄道北側における、空き地や市有地を
コミュニティガーデンや農園、広場などに
活用するなど、自然との共生を目指した
ゆとりある田園都市型住宅地の実現と、
閑静な住環境や子育て、生活環境の
維持・形成

13 第一種中高層住居専用地域
60％
200％ 指定なし 60％

100% 13.2

（３）秩序ある都市的土地利用の実現

長期的な未利用地における市街化区
域の縮小

区域区分
下水道

14 第一種低層住居専用地域
40％
60％ 指定なし 60％

100% 0.5

（３）秩序ある都市的土地利用の実現

長期的な未利用地における市街化区
域の縮小

区域区分
下水道

15 第二種中高層住居専用地域
60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 1.4

（１）軸及び拠点の形成

日新町周辺の徒歩圏内に、既存の機
能集積を活かした生活拠点を形成
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

16 第一種中高層住居専用地域
60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 9.3

（１）軸及び拠点の形成

日新町周辺の徒歩圏内に、既存の機
能集積を活かした生活拠点を形成

17 第一種低層住居専用地域
40％
60％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 0.5

（１）軸及び拠点の形成

生活軸である双葉三条通沿道におけ
る、身近な商業、医療・福祉など、背後
の住環境に配慮した生活利便機能の
誘導

18 第二種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 0.3

（１）軸及び拠点の形成

生活軸である双葉三条通沿道におけ
る、身近な商業、医療・福祉など、背後
の住環境に配慮した生活利便機能の
誘導

19 第二種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 1.8

（２）用途の純化

閑静な住環境や子育て、生活環境の
維持・向上と、買い物環境の維持

20 第一種低層住居専用地域
40％
60％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 2.1

（１）軸及び拠点の形成

生活軸である双葉三条通沿道におけ
る、身近な商業、医療・福祉など、背後
の住環境に配慮した生活利便機能の
誘導

21 第二種低層住居専用地域
50％
100％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 0.3

（１）軸及び拠点の形成

生活軸である双葉三条通沿道におけ
る、身近な商業、医療・福祉など、背後
の住環境に配慮した生活利便機能の
誘導

22 第二種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 0.2

（２）用途の純化

閑静な住環境や子育て、生活環境の
維持・向上と、買い物環境の維持

23 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 3.4

（２）用途の純化

糸井駅南側や都市骨格軸の背後地に
おける、住居系の土地利用への転換・
純化による住環境の保全
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

24 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 17.3

（２）用途の純化

糸井駅南側や都市骨格軸の背後地に
おける、住居系の土地利用への転換・
純化による住環境の保全

25 準工業地域 60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 0.7

（２）用途の純化

糸井駅南側や都市骨格軸の背後地に
おける、住居系の土地利用への転換・
純化による住環境の保全

26 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 11.6

（２）用途の純化

糸井駅南側や都市骨格軸の背後地に
おける、住居系の土地利用への転換・
純化による住環境の保全

27 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 1.0

（２）用途の純化

糸井駅南側や都市骨格軸の背後地に
おける、住居系の土地利用への転換・
純化による住環境の保全

28 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 0.7

（２）用途の純化

糸井駅南側や都市骨格軸の背後地に
おける、住居系の土地利用への転換・
純化による住環境の保全

29 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 0.7

（２）用途の純化

糸井駅南側や都市骨格軸の背後地に
おける、住居系の土地利用への転換・
純化による住環境の保全

30 第一種住居地域
60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 10.7

（１）軸及び拠点の形成

鉄南地域における身近な生活を支える
ための、三条通沿道へ生活利便機能の
誘導を図る地域軸の形成

31 準工業地域 60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 2.3

（２）用途の純化

都市軸間の住宅・商業・工業の土地利
用純化や、適切な距離を保つことによる
良好な住環境の保全
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

32 準工業地域 60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 2.8

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である苫小牧白老通沿道
における、背後の住環境を踏まえた広域
交通に対応する沿道型サービス施設、
流通・業務施設などの立地誘導

33 近隣商業地域 80％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 6.9

（１）軸及び拠点の形成

生活軸である双葉三条通沿道における
身近な商業、医療・福祉など、背後の
住環境に配慮した生活利便機能の誘
導

準防火地域

34 第二種中高層住居専用地域
60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 0.3

（４）土地利用状況の変化等に伴う変更

土地利用状況を踏まえ、不明瞭な用途
地域境界を明確化するため、境界を道
路中心とする

35 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 12.4

（２）用途の純化

北光町、弥生町、矢代町などにおける、
中心市街地に近接する利便性を活かし
た戸建て住宅を中心とする良好な住宅
市街地の形成

36 工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 9.6

（２）用途の純化

北光町、弥生町、矢代町などにおける、
中心市街地に近接する利便性を活かし
た戸建て住宅を中心とする良好な住宅
市街地の形成

下水道

37 近隣商業地域 80％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 3.2

（１）軸及び拠点の形成

鉄南地域における身近な生活を支える
ための、三条通沿道へ生活利便機能の
誘導を図る地域軸の形成

準防火地域

38 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 8.0

（２）用途の純化

都市軸間の住宅・商業・工業の土地利
用純化や、適切な距離を保つことによる
良好な住環境の保全

39 第一種住居地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 0.8

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である苫小牧白老通沿道
における、背後の住環境を踏まえた広域
交通に対応する沿道型サービス施設、
流通・業務施設などの立地誘導
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

40 第一種住居地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 0.3

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である苫小牧白老通沿道
における、背後の住環境を踏まえた広域
交通に対応する沿道型サービス施設、
流通・業務施設などの立地誘導

41 近隣商業地域 80％
200％ 準住居地域 60％

200％ 8.4

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である苫小牧白老通沿道
における、背後の住環境を踏まえた広域
交通に対応する沿道型サービス施設、
流通・業務施設などの立地誘導

準防火地域

42 第一種住居地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 2.3

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である苫小牧白老通沿道
における、背後の住環境を踏まえた広域
交通に対応する沿道型サービス施設、
流通・業務施設などの立地誘導

43 第一種住居地域
60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 2.6

（１）軸及び拠点の形成

鉄南地域における身近な生活を支える
ための、三条通沿道へ生活利便機能の
誘導を図る地域軸の形成

44 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 27.2

（２）用途の純化

北光町、弥生町、矢代町などにおける、
中心市街地に近接する利便性を活かし
た戸建て住宅を中心とする良好な住宅
市街地の形成

45 工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 0.7

（４）土地利用状況の変化等に伴う変更

土地利用状況を踏まえ、不明瞭な用途
地域境界を明確化するため、境界を道
路中心とする

46 第一種住居地域
60％
200％ 工業地域 60％

200％ 1.4

（４）土地利用状況の変化等に伴う変更

土地利用状況を踏まえ、不明瞭な用途
地域境界を明確化するため、境界を道
路中心とする

47 第一種住居地域
60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 4.1

（１）軸及び拠点の形成

鉄南地域における身近な生活を支える
ための、三条通沿道へ生活利便機能の
誘導を図る地域軸の形成
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

48 商業地域 80％
400％

第二種
住居地域

60％
200％ 1.1

（１）軸及び拠点の形成

鉄南地域における身近な生活を支える
ための、三条通沿道へ生活利便機能の
誘導を図る地域軸の形成

準防火地域

49 商業地域 80％
400％

第一種
住居地域

60％
200％ 1.6

（２）用途の純化

都市軸や地域軸沿道における背後の
閑静な住環境に配慮した土地利用への
転換

準防火地域

50 商業地域 80％
400％ 近隣商業地域 80％

200％ 2.0

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である苫小牧白老通沿道
における、背後の住環境を踏まえた広域
交通に対応する沿道型サービス施設、
流通・業務施設などの立地誘導

51 第一種住居地域
60％
200％ 工業地域 60％

200％ 4.6

（４）土地利用状況の変化等に伴う変更

工業地の維持保全を図るとともに、土地
利用状況を踏まえ、不明瞭な用途地域
境界を明確化するため、境界を道路中
心とする

52 第一種住居地域
60％
300％

第一種
住居地域

60％
200％ 3.0

（２）用途の純化

高度化した建物の都市拠点への集積に
よる土地利用の効率化と、集積エリアの
適正化

準防火地域

53 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 4.3

（２）用途の純化

都市拠点周辺の住宅地における、土地
利用の純化による良好な住環境の形成
と拠点に隣接する利便性を活かした都
心居住の推進

54 商業地域 80％
400％

第一種
住居地域

60％
200％ 2.0

（２）用途の純化

都市拠点周辺の住宅地における、土地
利用の純化による良好な住環境の形成
と拠点に隣接する利便性を活かした都
心居住の推進

準防火地域

55 近隣商業地域 80％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 6.2

（２）用途の純化

都市拠点周辺の住宅地における、土地
利用の純化による良好な住環境の形成
と拠点に隣接する利便性を活かした都
心居住の推進

準防火地域
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

56 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 12.2

（２）用途の純化

都市拠点周辺の住宅地における、土地
利用の純化による良好な住環境の形成
と拠点に隣接する利便性を活かした都
心居住の推進

57 商業地域 80％
600％

第一種
住居地域

60％
200％ 3.1

（２）用途の純化

高度化した建物の都市拠点への集積に
よる土地利用の効率化と、集積エリアの
適正化

防火地域

58 商業地域 80％
600％ 商業地域 80％

400％ 18.4

（２）用途の純化

高度化した建物の都市拠点への集積に
よる土地利用の効率化と、集積エリアの
適正化

防火地域
準防火地域

59 商業地域 80％
400％

第一種
住居地域

60％
200％ 1.0

（２）用途の純化

高度化した建物の都市拠点への集積に
よる土地利用の効率化と、集積エリアの
適正化

準防火地域

60 商業地域 80％
400％

第一種
住居地域

60％
200％ 1.7

（２）用途の純化

高度化した建物の都市拠点への集積に
よる土地利用の効率化と、集積エリアの
適正化

準防火地域

61 近隣商業地域 80％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 0.5

（２）用途の純化

高度化した建物の都市拠点への集積に
よる土地利用の効率化と、集積エリアの
適正化

準防火地域

62 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 24.0

（２）用途の純化

都市拠点周辺の住宅地における、土地
利用の純化による良好な住環境の形成
と拠点に隣接する利便性を活かした都
心居住の推進

63 近隣商業地域 80％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 10.0

（２）用途の純化

高度化した建物の都市拠点への集積に
よる土地利用の効率化と、集積エリアの
適正化

準防火地域
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

64 準工業地域 60％
200％ 指定なし 60％

100% 1.6

（３）秩序ある都市的土地利用の実現

苫小牧市の雇用・産業を支える、港湾
物流機能の強化

区域区分
臨港地区
下水道

65 指定なし 60％
100％ 準工業地域 60％

200％ 0.2

（３）秩序ある都市的土地利用の実現

苫小牧市の雇用・産業を支える、港湾
物流機能の強化

区域区分
臨港地区
下水道

66 指定なし 60％
100％ 準工業地域 60％

200％ 0.2

（３）秩序ある都市的土地利用の実現

苫小牧市の雇用・産業を支える、港湾
物流機能の強化

区域区分
臨港地区
下水道

67 第二種住居地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 3.2

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である支笏湖通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

68 近隣商業地域 80％
200％ 準住居地域 60％

200％ 2.6

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である支笏湖通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

準防火地域

69 第二種中高層住居専用地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 1.1

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である支笏湖通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

70 第二種住居地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 8.0

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である支笏湖通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

71 近隣商業地域 80％
200％ 準住居地域 60％

200％ 1.3

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である支笏湖通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

準防火地域
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

72 第二種住居地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 11.8

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である支笏湖通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

73 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 0.9

（２）用途の純化

都市軸の背後地における住居系の土
地利用への転換・純化による住環境の
保全

74 第一種住居地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 28.2

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である明野北通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

75 第一種中高層住居専用地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 2.6

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である明野北通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

76 近隣商業地域 80％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 6.9

（１）軸及び拠点の形成

生活軸である双葉三条通沿道におけ
る、背後の住環境に配慮した土地利用
の転換と適切な規模の生活利便機能
などの誘導

準防火地域

77 第一種住居地域
60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 4.6

（１）軸及び拠点の形成

生活軸である苫小牧白老通沿道にお
ける、背後の住環境に配慮した土地利
用の転換と適切な規模の生活利便機
能などの誘導

78 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 14.0

（２）用途の純化

拠点周辺や都市軸の背後地における
住居系の土地利用への転換・純化によ
る住環境の保全

地区計画
【新生台地区】

79 第二種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 0.5

（２）用途の純化

生活拠点における住居系の土地利用
への転換・純化による住環境の保全

地区計画
【新生台地区】
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

80 第二種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 0.5

（２）用途の純化

生活拠点における住居系の土地利用
への転換・純化による住環境の保全

地区計画
【新生台地区】

81 第二種住居地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 1.3

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である明野北通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

82 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 5.0

（２）用途の純化

拠点周辺や都市軸の背後地における
住居系の土地利用への転換・純化によ
る住環境の保全

83 商業地域 80％
400％

第一種
住居地域

60％
200％ 0.8

（２）用途の純化

拠点周辺や地域軸の背後地における
住居系の土地利用への転換・純化によ
る住環境の保全

準防火地域

84 商業地域 80％
400％

第一種
住居地域

60％
200％ 0.7

（２）用途の純化

拠点周辺や地域軸の背後地における
住居系の土地利用への転換・純化によ
る住環境の保全

準防火地域

85 商業地域 80％
400％

第一種
住居地域

60％
200％ 0.8

（２）用途の純化

拠点周辺や地域軸の背後地における
住居系の土地利用への転換・純化によ
る住環境の保全

準防火地域

86 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 9.6

（２）用途の純化

拠点周辺や都市軸の背後地における
住居系の土地利用への転換・純化によ
る住環境の保全

87 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 0.8

（２）用途の純化

拠点周辺や南北連絡軸の背後地にお
ける住居系の土地利用への転換・純化
による住環境の保全
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

88 準工業地域 60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 2.3

（２）用途の純化

拠点周辺や南北連絡軸の背後地にお
ける住居系の土地利用への転換・純化
による住環境の保全

89 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 3.3

（２）用途の純化

拠点周辺や南北連絡軸の背後地にお
ける住居系の土地利用への転換・純化
による住環境の保全

90 近隣商業地域 80％
300％ 準住居地域 60％

200％ 2.5

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である苫小牧白老通沿道
における、背後の住環境を踏まえた広域
交通に対応する沿道型サービス施設、
流通・業務施設などの立地誘導

準防火地域

91 第一種住居地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 2.0

（１）軸及び拠点の形成

産業軸である苫小牧白老通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

92 近隣商業地域 80％
300％

第一種
住居地域

60％
200％

0.0
（46㎡）

（２）用途の純化

拠点周辺や都市軸の背後地における
住居系の土地利用への転換・純化によ
る住環境の保全

準防火地域

93 近隣商業地域 80％
300％ 準工業地域 60％

200％ 0.3

（２）用途の純化

臨海部に接する産業軸である苫小牧白
老通沿道における流通・業務機能や適
切な規模の沿道型サービス施設の立地
誘導

準防火地域

94 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 0.2

（２）用途の純化

拠点周辺や都市軸の背後地における
住居系の土地利用への転換・純化によ
る住環境の保全

95 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 28.3

（２）用途の純化

住宅地と工業地との境界における緩衝
帯や適切な距離を保つことによる良好な
住環境・業務利便性の保全
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

96 第一種中高層住居専用地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 0.3

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である明野北通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

97 第二種中高層住居専用地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 0.4

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である明野北通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

98 第一種中高層住居専用地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 0.7

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である明野北通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

99 準工業地域 60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 2.4

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である明野北通沿道にお
ける、背後の住環境を踏まえた広域交
通に対応する沿道型サービス施設、流
通・業務施設などの立地誘導

特別用途地区

100 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 18.7

（２）用途の純化

住宅地と工業地との境界における緩衝
帯や適切な距離を保つことによる良好な
住環境・業務利便性の保全

101 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 2.5

（２）用途の純化

都市軸の背後地における、住居系の土
地利用への転換・純化による住環境の
保全

102 準工業地域 60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 11.0

（１）軸及び拠点の形成

生活軸沿道における身近な商業、医
療・福祉など背後の住環境に配慮した
生活利便機能の誘導

103 準工業地域 60％
200％ 近隣商業地域 80％

200％ 31.0

（２）用途の純化

生活軸である明野南通沿道における、
背後の住環境に配慮した土地利用の
転換と適切な規模の生活利便機能など
の誘導

準防火地域
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

104 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 0.3

（２）用途の純化

都市軸の背後地における、住居系の土
地利用への転換・純化による住環境の
保全

105 準工業地域 60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 12.2

（２）用途の純化

住宅地と工業地との境界における緩衝
帯や適切な距離を保つことによる良好な
住環境・業務利便性の保全

106 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 9.8

（２）用途の純化

住宅地と工業地との境界における緩衝
帯や適切な距離を保つことによる良好な
住環境・業務利便性の保全

107 準工業地域 60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 1.0

（１）軸及び拠点の形成

生活軸である明野南通沿道における、
身近な商業、医療・福祉など、背後の
住環境に配慮した生活利便機能の誘
導

108 準工業地域 60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 46.4

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である明野北通及び美沢
錦岡通沿道における、広域交通に対応
する適切な規模の沿道型サービス施
設、流通・業務施設などの立地誘導

特別用途地区
地区計画
【ウトナイ地区】

109 準工業地域 60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 9.0

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

110 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 6.5

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

111 第一種中高層住居専用地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 4.8

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

112 準工業地域 60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 1.8

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

113 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 5.2

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

114 準工業地域 60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 1.5

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

115 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 13.0

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

116 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 10.4

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

117 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 18.2

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

118 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 1.8

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

119 準住居地域 60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 0.1

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

120 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 6.4

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

121 準住居地域 60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 39.9

（１）軸及び拠点の形成

生活軸である明野南通沿道における、
身近な商業、医療・福祉など、背後の
住環境に配慮した生活利便機能の誘
導

122 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 2.9

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

123 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 5.1

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

124 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 9.4

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

125 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 3.8

（１）軸及び拠点の形成

都市軸間を南北に連絡する臨海東通
における、生活軸を補完し周辺の日常
生活を支える地域軸の形成及び土地
利用純化の促進
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

126 第二種住居地域
60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 8.2

（１）軸及び拠点の形成

都市軸間を南北に連絡する臨海東通
における、生活軸を補完し周辺の日常
生活を支える地域軸の形成及び土地
利用純化の促進

127 第二種住居地域
60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 1.8

（１）軸及び拠点の形成

都市軸間を南北に連絡する臨海東通
における、生活軸を補完し周辺の日常
生活を支える地域軸の形成及び土地
利用純化の促進

128 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 3.7

（１）軸及び拠点の形成

都市軸間を南北に連絡する臨海東通
における、生活軸を補完し周辺の日常
生活を支える地域軸の形成及び土地
利用純化の促進

129 第二種住居地域
60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 6.7

（１）軸及び拠点の形成

都市軸間を南北に連絡する臨海東通
における、生活軸を補完し周辺の日常
生活を支える地域軸の形成及び土地
利用純化の促進

130 準工業地域 60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 4.7

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

131 準工業地域 60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 1.1

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

132 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 10.2

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

133 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 3.3

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

134 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 6.3

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

135 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 10.4

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

136 準工業地域 60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 1.8

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

137 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 6.5

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

138 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 8.0

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

139 近隣商業地域 80％
200％ 近隣商業地域 80％

300％ 21.1

（１）軸及び拠点の形成

沼ノ端駅周辺を中心とした徒歩圏にお
ける、日常生活や産業・雇用を支える
複合的な生活利便機能が集積した生
活拠点の形成

地区計画
【沼ノ端駅北地区】
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

140 第一種住居地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 0.8

（１）軸及び拠点の形成

都市骨格軸である明野北通沿道にお
ける、広域交通に対応する適切な規模
の沿道型サービス施設、流通・業務施
設などの立地誘導

地区計画
【ウトナイ地区】

141 準工業地域 60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 0.6

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

142 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 9.7

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

地区計画
【ウトナイ地区】

143 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 6.2

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

地区計画
【ウトナイ地区】

144 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 18.6

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

地区計画
【ウトナイ地区】

145 準工業地域 60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 3.5

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

146 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 7.3

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

地区計画
【ウトナイ地区】
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

147 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 6.8

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

地区計画
【ウトナイ地区】

148 準工業地域 60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 2.4

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

149 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 8.5

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

地区計画
【ウトナイ地区】

150 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 8.9

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

地区計画
【ウトナイ地区】

151 準工業地域 60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 11.1

（１）軸及び拠点の形成

生活軸である明野南通沿道における、
身近な商業、医療・福祉など、背後の
住環境に配慮した生活利便機能の誘
導

地区計画
【ウトナイ地区】

152 準住居地域 60％
200％

第二種
住居地域

60％
200％ 8.7

（１）軸及び拠点の形成

生活軸である明野南通沿道における、
身近な商業、医療・福祉など、背後の
住環境に配慮した生活利便機能の誘
導

地区計画
【ウトナイ地区】

153 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 6.4

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

地区計画
【ウトナイ地区】
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

154 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 8.2

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

地区計画
【ウトナイ地区】

155 第一種住居地域
60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 11.8

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

地区計画
【ウトナイ地区】

156 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 2.6

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

157 準工業地域 60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 7.3

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

158 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 7.1

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

159 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 6.6

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

地区計画
【ウトナイ地区】

160 第一種住居地域
60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 0.2

（２）用途の純化

鉄南地域の産業軸沿道における、背後
の住宅地との緩衝帯としての適正規模
の沿道型サービス施設の立地誘導及び
土地利用純化の促進
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

161 第一種住居地域
60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 9.1

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

162 準工業地域 60％
200％

第一種中高層
住居専用地域

60％
200％ 0.6

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

163 準工業地域 60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 6.7

（２）用途の純化

鉄南地域の産業軸沿道における、背後
の住宅地との緩衝帯としての適正規模
の沿道型サービス施設の立地誘導及び
土地利用純化の促進

164 準工業地域 60％
200％

第一種
住居地域

60％
200％ 6.2

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

165 工業専用地域 60％
200％ 準工業地域 60％

200％ 0.1

（４）土地利用状況の変化等に伴う変更

土地利用状況を踏まえ、不明瞭な用途
地域境界を明確化するため、境界を道
路中心からの距離指定とする

下水道

166 準工業地域 60％
200％ 工業専用地域 60％

200％ 2.0

（４）土地利用状況の変化等に伴う変更

土地利用状況を踏まえ、不明瞭な用途
地域境界を明確化するため、境界を道
路中心からの距離指定とする

下水道

167 準工業地域 60％
200％ 工業専用地域 60％

200％ 18.6

（２）用途の純化

世界に開けた港湾、全国への鉄道網、
道内への道路ネットワークを有する利点
を活かした、国際競争力の強化に向け
た産業集積

下水道
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 変更箇所別概要表

種 類 建 蔽 率
容 積 率 種 類 建 蔽 率

容 積 率

対図
番号 現況及び変更理由 関連する措置

変 更 内 容
現 在 変 更 変更

面積
（ha）

168 準工業地域 60％
200％ 工業専用地域 60％

200％ 10.2

（２）用途の純化

世界に開けた港湾、全国への鉄道網、
道内への道路ネットワークを有する利点
を活かした、国際競争力の強化に向け
た産業集積

下水道

169 準工業地域 60％
200％

第二種中高層
住居専用地域

60％
200％ 20.3

（２）用途の純化

今後のニーズを見極め、住・商・工の混
在を未然に防ぐ土地利用の転換・純化
の促進による相互に適切な距離を保っ
た良好な住環境、業務利便性の保全

170 準工業地域 60％
200％ 準住居地域 60％

200％ 23.7

（２）用途の純化

都市骨格軸である美沢錦岡通沿道に
おける、広域交通に対応する適切な規
模の沿道型サービス施設、流通・業務
施設などの立地誘導

171 指定なし 60％
100％ 準工業地域 60％

200％ 0.2

（４）土地利用状況の変化等に伴う変更

土地利用状況を踏まえ、不明瞭な用途
地域境界を明確化するため、境界を地
番界とする

区域区分
下水道
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